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１. 観光地経営戦略策定の背景

背 景（観光地ビジョン）

「何度でも訪れたくなる日光」へ

日光市は、世界遺産「日光の社寺」に代表される歴史的な文化遺産と、日本で初期に国立公園指定
（1934年/昭和9年）を受けた豊かな自然に恵まれた地です。

また、多様な温泉地、様々なアミューズメント施設やアクティビティがあり、その魅力は多岐にわたります。
首都圏からのアクセスも良好で、鉄道や高速道路といった交通インフラも整備されています。
こうした強みから、日光市は世界的な知名度を誇る日本を代表する観光地として認知を得ています。

私たちは、家族連れ、夫婦、友人との個人旅行から団体旅行、教育旅行、インバウンドまで、あらゆる観光
客の旅を豊かなものにするため、日光市の特性を活かしながら、地域全体での受入れを推進していきます。

地域が一体となって訪れる方を温かく迎え、自然、文化、人とのふれあいを通じて心に残る体験を提供するこ
とで、「何度でも訪れたくなる日光」を創出し、持続可能な観光地域づくりを牽引する「先駆的DMO」を目指
してまいります。

（一社）日光市観光協会
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2.国内の観光動向

旅行者数
 2024年 5,4億人（＋8.5%↑）
 2025年（1-3月期）1,2億人（＋9.1％↑）

消費額
 2024年 25,2兆円（＋14.8％↑）
 2025年（1-3月期） 5,6兆円（＋14.3％↑）

旅行者数
 2024年 3,687万人（＋47％↑）
 2025年（1-5月期） 1,814万人（＋29％↑）

消費額
 2024年 8,1兆円（＋52.3％↑）
2025年（1-3月期）2,3兆円（＋ 28％↑）

・国内旅行者数は９％増、消費額は14％増と堅調に伸びています。
・訪日外国人旅行者数は47％増、消費額は52％増と大幅な伸びを見せています。
観光庁は、2030年に訪日外国人旅行者6,000万人、旅行消費額15兆円を目標に設定しています。
・特に、宿泊者数は39％増、１回当たりの消費額も43％増と急激に伸びており、全体の消費額を上げる
ためにはインバウンド対策が急務です。

（１）国内旅行者

（２）訪日外国人旅行者数

宿泊者数
 2024年 16,360 万人（＋39％↑）

一人１回当たり旅行消費額
 2019年 15.9万円
 2024年 22.7万円(＋43％↑）

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」

出典：日本政府観光局（JNTO）
出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」

出典：観光庁「インバウンド消費動向調査」

出典：観光庁「インバウンド消費動向調査」

（一社）日光市観光協会
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3. 国内の訪日旅行者の推移

（１）訪日外国人旅行者数年次推移（2012年～2025年）

出典：日本政府観光局（JNTO）

➢ 2024年は、過去最高となる3,687万人を記録しました。

➢ 2025年も、1月～8月時点で2,814万人に達しており、この推移から判断すると、令和7年（2025年）以降も
訪日外国人旅行者数の急速な増加が予想されます。

836 1036
1341

1974

2404

2869
3119 3188

412

25

383

2507 

3687
１月～8月
2,814万人

2012 20202013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2022 2023 2024 20252021

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
（
万
人
）

（一社）日光市観光協会
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4. 日光市の観光動向

（１）観光客入込数及び宿泊数一覧表（令和６年１月～12月分）

出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果

➢ 観光入込数は、8月の夏季（夏休
み）シーズン、10月・11月の紅葉
シーズンが年間ピークです。

➢ 宿泊数は、8月の夏季（夏休み）
シーズンが年間ピークです。

     
➢ 入込数、宿泊数ともに冬季（1～3
月）の入込数は、ピーク時の約半
分（５割程度）です。

（一社）日光市観光協会
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4. 日光市の観光動向

（２）観光客入込数推移（平成18年～令和６年）

出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果

➢ 観光客入込数のピークは平成30（2018）年で
約1,232万人でした。

➢ 令和２（2020）年～令和４（2022）年、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で入込数は落ち込みまし
た。

➢ 令和6（2024）年は入込数1,019万人、前年比2,7%
増、ピーク時（平成30年）と比較して、83％まで
回復しました。

※日光市の観光客入込数のピークは、平成18年（2006年）の合併後です。

（一社）日光市観光協会
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4. 日光市の観光動向

（３）観光客宿泊数推移（平成18年～令和６年）

出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果

➢ 観光客宿泊数のピークは平成19年（2007年）で
382万人でした。その後、多少の増減はあるもの
の、令和元年まで減少傾向が続いています。

➢ 令和２（2020）年、令和３（2021）年、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で宿泊数は急激に落ち込
みました。

➢ 令和6（2024）年は宿泊数294万人、前年比5,8%増、
ピーク時（平成19年）と比較して、77％まで回復
しました。

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、宿泊形
態はさらに団体から個人客へとシフトしました。

※日光市の観光客入込数のピークは、平成18年（2006年）の合併後です。

（一社）日光市観光協会
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5. 日光市の観光動向（訪日外国人旅行者）

（１）訪日外国人旅行者宿泊者数推移（平成18（2006）年～令和６（2024）年）

出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果

➢ 令和２（2020）年～令和４（2022）年は、新
型コロナウイルス感染症の影響で激減しまし
た。

➢ しかし、令和５（2023）年から回復し、令和
６（2024）年は、16万1千人と過去最高を更
新しています。

（一社）日光市観光協会
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5. 日光市の観光動向（訪日外国人旅行者）

（２）訪日外国人旅行者宿泊者数の月推移（令和６（2024）年）

出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果

➢ 月別推移では、10月・11月の紅葉
シーズンが年間ピークです。

➢ 冬季（1～3月）の宿泊者数はピーク
時の約半分以下に減少しますが、

     令和６（2024）年においては、台湾
     やタイからの冬季宿泊者が多い傾向に
     あります。

➢ 国・地域別では、台湾が18.5％増,
     米国が9.0％増,中国が7.0%増,タイが
      6.6%増と特に伸びています。

（一社）日光市観光協会
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6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（１）KGI・KPIの見直し

出典：観光庁 観光地域マーケティングガイドブック

KGIとは？
Key Goal Indicaterの略で、「重要目標達成指標」とも呼ばれ、地域が目指す最終的な数値目標を表すもの。

KPIとは？
Key Performanse Indicaterの略で、「重要業績評価指数」とも呼ばれ、KGIを達成するための中間指標を表すもの。

（一社）日光市観光協会
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2030年までにインバウンド旅行者数6千万人、消費額15兆円の目標達成のため、各地域においては、
地方誘客及び旅行消費拡大を持続可能な形で推進。
DMOによる観光地経営の高度化のため、有識者会議の意見を踏まえ、2025年３月に「観光地域づくり法人の登録
制度に関するガイドライン」を改正。

登録（更新含む）要件見直しのポイント

観光地経営戦略の策定を義務化
策定すべき項目の明示
KGIの追加及び必須KPIの見直し



6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（２）KPIについて（１～３※必須KPI）

No KPI 算出方法 目標値（５年後） 補足説明

１

1人当たり旅行消額
（新規）
R6実績

日帰り：10,693円
宿 泊：41,177円

栃木県観光動態調査データ
（日光エリア）に基づく算出
（※R7以降デジタルアンケートに切り
替え）

10％↑（年２％↑）

日帰り：11,760円
宿 泊：45,300円

令和7（2025）年度以降は、
県調査に準じたデジタルアン
ケートを実施。サンプル数増
（700→3,000）で算出精
度向上を目指します。

２
延べ宿泊者数

(継続）
R6実績：294万人

日光市入込調査結果を利用し
算出

20％↑（年４％↑）

350万人
※過去最も多かった数を目指す

宿泊施設に加え、民泊等の宿
泊実態も把握することで、デー
タの精度が大きく変わります。

３

来訪者満足度
（継続）

R6実績：1.56点
日帰り：1.57点
宿 泊：1.55点

加重平均値
非常に満足（２点）・満足（１
点）・どちらでもない（０点）・不満
（－１点）、非常に不満（－２点）
に回答数を乗じ、その合計を総回答数
で割って算出

0.24点↑(年0.048点↑)

1.8点（日帰り・宿泊共通）

No.1と同様に、デジタルアン
ケートへの移行により精度向上
を目指します。

（一社）日光市観光協会
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6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（３）KPIについて（４～６ ※必須KPI ）

No KPI 算出方法 目標値（５年後） 補足説明

4

持続可能な観光に
対する住民満足度

（新規）
R6実績：1.11点

加重平均値
非常に満足（２点）・満足（１点）・
どちらでもない（０点）・不満（－１
点）、非常に不満（－２点）に回答
数を乗じ、その合計を総回答数で割って
算出

0.89点↑（年0.178点↑）

2.00点

日光市総合政策課が実施して
いるアンケートに、住民満足度
の設問を追加して実施します。

5
観光事業者の
平均給与額

(新規）

域内観光事業従事者の平均給与額を
算出。（給与所得・退職所得等の所
得税徴収高計算書より）

以下の税務署からの情報共有
と利用可否を確認中。 ・「給与
所得・退職所得等の所得税徴
収高計算書」の共有可否。 ・
労働保険料等算定基礎賃金
等の報告書利用の可否。

6

月別来訪者の
平準化率
（継続）
R6実績

標準偏差 平均
入込 202,500 850,000
宿泊 51,500 245,000

（人）

日光市入込調査結果を利用し算出

標準偏差 平均
入込 182,000 1,000,000
宿泊 44,600 292,000

（人）

閑散期（特に冬季）の底上げ
が喫緊の課題であり、具体的な
目標設定と戦略が不可欠です。

（一社）日光市観光協会
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6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（４）KPIについて（7～8 ※必須KPI 、9  ※自ら設定するKPI）

No KPI 算出方法 目標値（５年後） 補足説明

7

観光入込数
（継続）

R6実績：1,019万人
日帰り：725万人
宿 泊：294万人

日光市入込調査結果を利用し
算出

18％↑（年3.3%↑）

1,200万人
（日帰り：850万人／宿泊：
350万人）

入込数ピーク
平成30（2018）年1,232万人

宿泊数ピーク
平成19（2007）年382万人

8 インバウンド宿泊数
(継続）

R6実績値：16万人

日光市入込調査結果を利用し
算出

88%↑（年13.4％↑）

30万人

インバウンド宿泊数
令和５年12万
令和６年比33%増

９

Webサイトの
アクセス状況
（継続）

R6実績： 6,384,334回

エンゲージメント率
R6実績値： 76%

Googleアナリティクスより算出
（アクセス状況：ページビュー数、
エンゲージメント率：エンゲージのあっ
たセッションの割合）

アクセス状況

6.5%↑
（年1.3％↑83,000回）

6,800,000回

エンゲージメント率

4%↑（年０.８％↑）

80%

アクセス状況
令和４（2022）年：6,758,959回
令和５（2023）年：6,275,584回

エンゲージメント率
令和４（2022）年: 59％
令和５（2023）年: 62%

（一社）日光市観光協会
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6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（５）KPIについて（10  ※自ら設定するKPI）

No KPI 算出方法 目標値（５年後） 補足説明

10

来訪回数
（新規）

R６実績
日帰り：2.8点 加重平均値

５回目（５点）・４回目（４点）・
３回目（３点）・2回目（２点）・
初めて（１点）に回答数を乗じ、その
合計を総回答数で割って算出

0.4点↑
（年0.08点↑）

3.2点

【日帰りデータ推移】
R1：3.1点
R2：3.0点
R3：3.0点
R4：3.0点
R5：2.8点

近年「初めて」や「二回目」の割合が
増加し、リピーターの割合は減少傾
向にあります。

R6実績
宿泊：2.2点

0.6点↑
（年0.12点↑）

2.8点

【宿泊データ推移】
R1：2.7点
R2：2.8点
R3：2.5点
R4：2.4点
R5：2.6点

宿泊客の加重平均値が全体的に
下降傾向です。このトレンドを反転さ
せ、回復させることが重要です。

（一社）日光市観光協会
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6. DMO登録制度に係るガイドライン改正

（６）KGIについて

No KGI 算出方法 目標値（５年後） 備 考

１
旅行消費額
（継続）

KPI No.1の1人あたり旅行消費
額に、入込数・宿泊数を乗じて算
出

30％↑（年6％↑）

2,606億円

日帰り：996億円
（850万人×11,760円）
宿泊：1,586億円
（350万人×45,300円）

R6実績：1,986億円

（日帰り：775億円／宿
泊：1,211億円）

２
経済波及効果

(新規）
栃木県産業連関表を利用し算出

直接効果：2,610億
第１次波及効果：439億
第２次波及効果：275億

R6実績
直接効果:1,986億円
第１次波及効果：334億円
（直接効果により、波及的に生じる
新たな生産増加額）

第２次波及効果：209億円
（直接１次効果による雇用者所
得の増加から生じる生産増加額）

（一社）日光市観光協会
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SWOT分析

➢ 自社の強（Strengths）
➢ 弱み（Weaknesses）
➢ 機会（Opportunities）
➢ 脅威（Threats）

これらを明確にし、内部環境と外部環境を
総合的に評価するための戦略分析です。

KGI・KPIは、現状のデータを基に具体的な目標を決定する。
現在の立ち位置を正確に把握し、効果的な戦略を策定するために不可欠です。

現状のデータ分析を深めるため、SWOT分析、４C分析を実施。

7.環境分析

４C分析

➢ 市場・観光客（Customer）
➢ 競合 （Competitor）
➢ 自地域 （Company）
➢ 協業者 （Co-Operator）

4つの要素を分析することで、事業環境と自社の立ち位
置を把握し、成功要因（KFS: Key Factor for 
Success）を見つけるためのフレームワークです。

（一社）日光市観光協会

（１）SWOT分析と4C分析

17



7.環境分析 （一社）日光市観光協会

（２）SWOT分析（内部環境）

好影響 悪影響

内
部
環
境

強み（Strengths）
<エリアとしての強み>
・世界的なブランド力（世界遺産「日光の社寺」と国立公園による
高い知名度）
・多様な資源（歴史・文化、自然、花、食、温泉、体験など）
・首都圏からの交通アクセスが良好であり、来訪しやすい立地
・メディアの露出度が高い
・環境保全の先進的な取組み（国の脱炭素先行地域選定）によ
るサステナブルツーリズムへの訴求力が高い
・教育旅行において首都圏の小学校等から長年の実績と信頼を確
立
・富裕層など上質なニーズの対応として、ラグジュアリー列車と質の高
い宿泊施設が存在
・各エリアが異なる魅力をもつため、多様なターゲット層にアプローチ可
能
<協会の強み>
・協会の長年の実績を通じて、地域事業者の高い観光意識を結束
させ、強固な連携・合意形成体制を構築
・観光関連事業に従事する関係者が多く、地域全体で観光振興へ
の高い参画意識を共有
・４社にわたる鉄道会社（東武鉄道・JR東日本・野岩鉄道・わたら
せ渓谷鐵道）との強固な連携体制構築
・協会内に「インバウンド委員会」を設置・運営しており、市場の動向
に基づいた戦略的な知見と実行力を有する

弱み（Weaknesses）
<エリアとしての弱み>
・地形や地質、文化遺産の特性上、バリアフリーを含むユニバーサルデザイン
への対応が困難
・広域性と地形的な制約により、市内での二次的な周遊が促進されにくい
・首都圏からの良好なアクセスが、日帰り率の増加と消費額の低迷に繋が
る
・二次交通網は整備されているが、利用者のニーズ（運行時間帯やカバー
範囲）の対応が不十分
・秋の観光シーズンは、主要な観光ルートでの交通渋滞が常態化
・ナイトタイムエコノミーコンテンツが乏しい
・多言語対応の観光案内や、インバウンドを含む全ての来訪者が利用しや
すい休憩スポットが不足
・地域全体の少子高齢化が急速に進展し、観光分野における労働力不
足が顕著化
・年間を通じて観光客数の変動（繁閑差）が大きく、安定的な収益確保
や雇用維持に課題
<協会の弱み>
・ターゲット層に響く効果的な情報発信が不十分
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7.環境分析 （一社）日光市観光協会

（３）SWOT分析（外部環境）

好影響 悪影響

外
部
環
境

機会（Opportunity）
<エリアの機会>
・インバウンド入国規制撤廃で旅行需要回復
・円安ドル高
・旅行諸費額の上昇トレンド
・国のコロナ復興支援策拡充
・環境や社会問題（SDGs、脱炭素など）への意識が高い旅行者
の増加
・若年層の旅行意欲の高まり
・市外の観光関連事業者の進出意欲が増加
・新規ホテルの開業
<協会の機会>
・観光振興に対する国の姿勢が積極的（補助金や支援の活用）
・DX振興に対する国の姿勢が積極的（補助金や支援の活用）

脅威（Threat）
<エリアの脅威>
・コロナ禍を経て多様化した生活や旅行の変化に、サービスやコンテンツが対
応しきれないリスク
・エネルギー価格を含む物価上昇や、国際情勢に起因する景気の低迷、
買い控えにより、旅行消費の抑制
・将来的な新たな感染症や災害リスクの懸念
・コロナ禍を経て競合地域も一斉にインバウンド誘客を再開したことによる競
争激化
・人口減少・少子高齢化の進行により、観光分野における恒常的な人手
不足が深刻化
・公共交通の便数減少が進み、二次交通網の弱点がさらに顕著化
・旅行の主力層であるシニア層がデジタル対応に慣れていないため、DX施
策が効果的に浸透しないリスク
<協会の脅威>
・人材の確保と育成が大きな課題であり、活動の継続性と質の維持を脅か
す
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7.環境分析 （一社）日光市観光協会

（４）クロスSWOT分析

外部環境

機会 脅威

内
部
環
境

強
み

※強みと機会を活用した取組方針

日光市の国際的なブランド力と上質な資源の強みを活かし、
高付加価値な滞在観光を確立するため、限定体験、プレミ
アムツアー、ウェルビーイングの充実を図る。

※強みを活用して、脅威を乗り越えるための取組方針

日光市の国際的なブランド力と上質な資源の強みを活かし、首都
圏からの近さに起因する日帰りの多さと交通渋滞が生じるため、駐
車場の一括管理や情報発信を行うことで、宿泊者増とオーバー
ツーリズム対策の両立を図る。

弱
み

※機会を逃さないように弱みを克服する取組方針

インバウンドの需要が回復した機会を捉え、ナイトタイムコンテ
ンツの不足、食の多様性の遅れ、二次交通の脆弱性といっ
た受入環境の弱みをコンテンツの整備と情報発信により克服
する。

※弱みと脅威が重なった時にどのようにして危機を乗り越えるかの取
組方針

地域全体の少子高齢化とそれに伴う労働力不足の深刻化という
複合的な危機に対し、地域住民の郷土愛と誇りを最大の資源とし
て活用する。伝統行事への参画を通じた地域理解の深化を促すこ
とで、住民を観光サービスの担い手へと変革し、人手不足下でも質
の高い持続可能な観光地経営を確立する。
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7.環境分析 （一社）日光市観光協会

（５）４C分析

市場・観光客
（Customer）

競合
（Competitor）

自地域
（Company）

協業者
（Co-Operator）

・訪日外国人旅行者数が急増
・国内旅行者数の回復
・一人あたり旅行費用（消費額）の
増加
・若年層の旅行回数の増加
・地方観光への関心の高まり
・高齢者の旅行需要の低下
・観光地でのマナー
・地域住民との共生意識の高まり
・観光地の情報発信力の重要性
・観光地の混雑回避
（オーバーツーリズム）
・地域文化への関心の高まり
・観光業も含めた全産業の人材不足
・ユニバーサルツーリズムの推進

・箱根： 「温泉」と「大自然」に加え、
「美術館や高級ホテル」といった複
合的な価値を提供、整った交通網
等、多様な顧客ニーズに対応。
（入込数2,031万人、宿泊客数
398万人）
・OTA（オンライン旅行代理店）: 
「価格比較」「利便性」「幅広い選
択肢」
・新規参入のラグジュアリーホテル：
「価値」「ブランド」「サービス」
・個人旅行客（FIT）の増加によ
る受入れ

・観光地としての高い認知度
・「日光の社寺」など唯一無二の歴史
文化遺産
・中禅寺湖、華厳滝、男体山など豊
かな自然資源
・鬼怒川温泉・湯西川温泉など温泉
観光地の存在
・東武鉄道・JRなど首都圏からのアク
セス利便性
・多種多様な宿泊施設
・ホテル以外の「食」コンテンツが少な
い
・日帰り観光客の多さ（地理的要因
含む）に起因し消費額が少ない
・二次交通整備の不足
・ナイトタイムエコノミーの不足
・少子高齢化による就労人材の不足
・季節による旅行者数の変動（冬季、
平日が少ない）
・廃業ホテル等の撤去が進まない

<観光事業者>
・宿泊施設
旅館、ホテルなど

・交通事業者
東武鉄道、JR東日本、
野岩鉄道、わたらせ渓谷鐵道、
東武バス、タクシー会社

・観光施設
日光東照宮、日光山輪王寺、
日光二荒山神社、
江戸ワンダーランド、
東武ワールドスクウェアなど

<行政等>
・日光市役所
・栃木県
・商工会議所など
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8.マーケティングミックス（４P）分析 （一社）日光市観光協会

（１） 4P分析

Product
（商品・サービス）

Price
（価格）

Place
（販路・場所）

Promotion
（プロモーション）

ターゲットのニーズを踏まえ、商品・サー
ビスの①～③のどこに注力するのかを
検討
①コア（便益）
②形態
③付随機能

ターゲットの顕在・潜在ニーズを
踏まえた商品・サービスの開発

➤ポイント
コアとなるベネフィットを中心として、「形態」、
「付随機能」を強化していく必要がある。

価格設定手法を、①～③のいずれ
にするかを検討

①コスト重視型
②競合地域基準型
③需要基準型

ターゲットに訴求できるような
価格設定

➤ポイント
トレンドが流動かつ地域によって扱う商
品・サービスが異なる観光地では「需要基
準型」が適している。

ターゲットや商品・サービスの性質を
踏まえた販路・提供場所について、
①～④の観点から複合的に検討
①販売規模
②在庫管理
③ブランドコントロール
④販売データ・管理

ターゲットに商品が届くような
販路・提供場所の選定

➤ポイント
観光商品・サービスを取扱う販路には、自
社Web、旅行会社、OTA、現地提供等、
様々な種類があり、それぞれ特徴が異なる
ため、特性を理解した上で、目的に応じて
使い分けることが有効である。

商品・サービスをターゲットに伝える手
法の検討

①プロモーション目的の明確化
②目的に即したプロモーション手法の
検討

ターゲットに届くような情報発信の内
容・手法の選定

➤ポイント
旅行者に「何を」「どのように」伝えるのかとい
う観点からプロモーション戦略を策定すること
が重要である。旅行者の注目をひきつける
のか、訪問を促したいのかによって、活用す
べき手段は異なります。

4P分析は、観光地が提供する商品・サービスの内容を決定する上で、検討すべき4つのマーケティング要素から
構成される戦略検討フレーム。
自地域が狙うべき市場に刺さる商品・サービスのコンセプトを具体的に決定することが目的。
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9.ターゲット

（１）訪日外国人旅行者

➢ 第1ターゲット層：アジア（台湾、タイ、香港）

<選定の理由>
アジア（台湾、タイ、香港）は、高い親日感情と訪日意欲を持ち、「安近短」志向に加え、消費意欲も旺盛。
冬季誘客の可能性やSNSでの高い情報拡散力も期待できるため。
実績： 令和6（2024）年の外国人宿泊数にけるアジア割合は48%
内訳： 台湾19%、タイ7%、中国7%、香港5%

データ出典：日光市観光客入込数・宿泊数調査結果
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資料2（一社）日光市観光協会

➢ 第2ターゲット層：欧米豪等の高付加価値な旅を選択する層

<選定の理由>
欧米豪の高付加価値旅行者は、人生を豊かにする価値ある体験やウェルビーイングを重視する傾向にあり、日光市が抱える本物の歴史・文化、自然などの資源を活用した滞
在型観光は、日光市にとってポテンシャルの高いマーケットと判断できます。また、各エリアの強みを活かすことで、ターゲット層の多様なニーズに応える特別な体験を提供することが
できます
(参考) 各エリアの訴求は下記の通り
１.世界遺産エリア
日本が誇る歴史と文化の核心へ。世界遺産「日光の社寺」を中心に、日本の伝統・文化・歴史を堪能できる質の高い体験を提供。
２.奥日光エリア
心震える大自然と出会う奥日光。ハイキング、湖でのアクティビティ、湯治、星空観測。あなたに合った贅沢な過ごし方を提供。
３.鬼怒川・川治エリア
究極のウェルネス温泉地、鬼怒川・川治温泉。川と渓谷の織りなす自然美と由緒ある温泉が、心と身体を癒す特別な時間を提供。
４.湯西川・川俣・奥鬼怒エリア
日常を忘れ、自分と向き合う癒しの旅へ。囲炉裏を囲む非日常な時間と日本の原風景が、湯西川・川俣・奥鬼怒温泉で心安らぐひとときを提供。
５.今市・足尾エリア
日光杉並木や日光街道の要所として栄えた今市と、産業遺産の足尾。歴史を感じ質の高い体験を提供。



9.ターゲット （一社）日光市観光協会

（２）国内旅行者

➢ 第１ターゲット層：「親子で楽しめるコト消費・教育旅行」を求めるファミリー層

<選定の理由>
体験価値や家族の思い出作りを重視するファミリー層にとって、日光での歴史学習、奥日光の豊かな自然体験、鬼怒川・川治温
泉周辺のテーマパーク施設など、日光市は最適な学びと絆を育む場となります。滞在日数の延長や大きな経済波及効果も期待でき、
未来の顧客層育成に貢献します。

➢ 第２ターゲット層：日光市の文化や街並み・大自然を楽しみたい40代以上の夫婦およびシニア層などの
上質な旅行体験を求める層

<選定の理由>
この層は、文化・街並み・大自然といった「上質な体験」を重視し、高い消費意欲を持ちます。世界遺産や豊かな自然、歴史的な
街並みは、彼らの求める落ち着いた旅行に最適です。長期滞在や閑散期の誘客にも貢献し、安定した経済効果と高いリピーター獲
得が期待できるため、重点的にアプローチします。

➢ 第３ターゲット層：旅行への意識が高く、観光消費にも積極的な若年層

<選定の理由>
観光への意識が高く、消費に積極的な若年層をターゲットにすることで、大きな経済効果が見込まれます。この層は、旅行頻度が
高く、現地での消費意欲も旺盛です。また、デジタルネイティブ世代として日光市の魅力を積極的にSNSで発信する力を持っています。
これにより、新たな顧客層の獲得や将来的なリピーター育成にも繋がると期待されるためです。
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10.KPIツリー

来訪者数の管理
需要の
平準化

観光地としての
魅力度向上

地域への
裨益

環境歴史文化
保全

滞在日数
の増加

消費単価
の向上

KSF
重要成功要因

観光地の
認知向上

地域のファン
リピーター誘客

DMOの使命 持続可能な観光地域づくり KGI： 「経済波及効果」 「旅行消費額」

③

来訪者満足度

④
月別来訪者
の平準化率

⑦入込数

⑧インバウンド
宿泊数

⑥
観光事業者
の平均給与額

⑤
持続可能な観光

に対する
住民満足度

②

延べ宿泊者数

①
1人あたり
旅行消費額

KPI
重要業績評価
指標

⑨
WEBサイト
アクセス数

⑩
日光市への
来訪回数

・オーバーツーリズム
（駐車場の混雑可
視化）
・手ぶら観光促進
（駅などの荷物預か
りサービス）
・環境美化
・二次交通整備

・観光客の集中と閑
散期の格差
・修学旅行客の分散
・プロモーション・セール
スと情報発信の仕方

・認知度の不足
・魅力あるコンテンツ
の不足
・広域周遊の不足
・受入環境の整備不
足
・世界との競争激化

・全産業で人材不足
・人材不足のため営
業縮小
・利益率の低さ
・域内調達率の低さ

・人口減少／少子高
齢化
・人材不足
・伝統文化など継承
・観光客のマナー
・文化・自然保護と活
用

・プロモーション・セール
スと情報発信の仕方
・ナイトタイムエコノミー
の整備
・受入環境の整備不
足

・魅力あるコンテンツ
の不足
・ナイトタイムエコノミー
の整備
・ フ ー ド ダ イバ ーシ
ティーの対応の遅れ
・プロモーション・セール
スと情報発信の仕方

主な課題
・Webサイトが不十
分
・プロモーション・セール
スと情報発信の仕方
（SEO対策、ユーザ
ビリティ、コンテンツの
充実、コンテンツの魅
力、外部から誘導導
線）

・魅力あるコンテンツ
の不足
・プロモーション・セー
ルスと情報発信の仕
方

●駐車場システムの
統合と一括管理、情
報発信設置、マナー
啓発
●安心安全な観光
地づくりの整備
●交通網の整備と
分かりやすい情報発
信

●冬の閑散期対策
に向けたプロモーショ
ンの展開

●新たな観点からの
日光旅のマーケティ
ング
●多言語WEBサイ
トの充実
●高付加価値な着
地型商品の整備
●新規市場の開拓

●市：合同説明会
や就職フェアへの出
展、移住定住促進
策

●地元食材を活用し
た食・土産品、体験
商品の造成の促進
及び日光ブランドの
多言語（英語）発
信

●インバウンド向けツ
アー造成のためのラ
ンドオペレーターへの
セ―ルス

●ナイトタイムエコノ
ミー対策
●フードダイバーシ
ティー（食の多様
性）受入整備
●日光旅ナビのコン
テンツ充実

具体的取組み

●多言語WEBサイ
トの充実

●日光旅ナビ
（WEB）モデル
コースラインナップの
拡充
●ホスピタリティ講
習

●地域一体となった
持続可能な観光地
経営推進事業
「地域における受入れ
環境整備促進事業」
補助率1/2,1/3

●オーバーツーリズム
の未然防止・抑制に
向けた取組
（R7事業、継続可
能性大）

●戦略的な訪日プロ
モーション事業（交付
金）

●地域一体となった
持続可能な観光地
経営推進事業

●地方部での滞在
促進のための地域周
遊観光促進事業「滞
在コンテンツの企画
開 発 」 （ 補 助 率
1/2）

●地域観光魅力向
上事業
（R7事業、継続可
能性大）
● 市 ： ア ド ベ ン
チャーツーリズム促
進支援補助事業、
ナイトタイムエコノ
ミー促進支援事業
補助金

国庫補助事業
など

●地方部での滞在
促進のための地域
周遊観光促進事業
「情報発信・プロ
モーション」
（補助率1/2）

●地方部での滞在
促進のための地域
周遊観光促進事業
「情報発信・プロ
モーション」
（補助率1/2）
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11.財源計画 （一社）日光市観光協会

財源計画の策定

・観光地域づくり法人は、その活動を自律的かつ継続的に行うために、安定的かつ多様な運
営資金を確保する見通しを立てることが重要である。

・実行計画における各事業や施策を確実に遂行するため、予算や人材などの組織内の資源配
分を意識したマネジメントを行うことが重要である。各事業や施策等を実行するために必要
な予算について、確実性の高い財源の調達方法を検討した上で、財源計画を策定することが
必要である。なお、観光庁の補助金や調査事業等、交付が確定しない単年度の補助金等は除
くものとする。

・地方自治体の予算は単年度主義であり、継続的な支援により将来にわたる安定的な財源の
調達を見込むことは困難であるため、地方自治体の補助金等に完全に依存することは望まし
くない。観光地域づくり法人は、運営資金の財源について、自主財源をはじめとした安定的
かつ多様な財源の確保を目指し、安定財源確保率の数値目標を設定することが必要である。

出典：観光庁「観光地域づくり法人の登録制度に関するガイドライン～観光地域づくり法人を核とする観光地域づくりに向けて～」
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